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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｃｒを０．２５～０．７５ｍａｓｓ％、並びにＭｇ０．０１～０．２５ｍａｓｓ％、Ｔ
ｉ０．０５～０．０６ｍａｓｓ％、Ｚｒ０．０５～０．１０ｍａｓｓ％、Ｚｎ０．０５～
０．２０ｍａｓｓ％、Ｆｅ０．００５～０．０８ｍａｓｓ％、Ｓｎ０．１０～０．２５ｍ
ａｓｓ％、Ａｇ０．０８～０．１０ｍａｓｓ％、及びＳｉ０．０２～０．０３ｍａｓｓ％
で、Ｍｇ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｚｎ、Ｆｅ、Ｓｎ、Ａｇ、及びＳｉの一種もしくは二種以上を合
計で０．０１～０．４７ｍａｓｓ％含有し、残部が銅と不可避不純物からなり、但し、Ｃ
ｒとＭｇの両方が含有される場合は、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｚｎ、Ｓｎ、Ａｇ、及びＳｉの一種も
しくは二種以上を含有し、又は、Ｍｇを含有しない場合は、ＺｎとＳｎの両方は含有せず
、
　平均結晶粒径が１５～８０μｍで、結晶粒径の変動係数（結晶粒径の標準偏差／平均結
晶粒径）が０．４０以下であり、
　引張強度が４００ＭＰａより大、導電率が７５％ＩＡＣＳより大、応力緩和率が２５％
未満、曲げ加工性（Ｒ／ｔ）が１以下であることを特徴とする銅合金材。
【請求項２】
　請求項１に記載の銅合金材の製造方法であって、前記銅合金材を与える合金組成の銅合
金に、
［工程１］鋳造、
［工程２］１０００～１０３０℃、１～８時間の均質化熱処理、
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［工程３］６００～９００℃、圧延率２０～９０％の熱間加工、
［工程４］圧延率７５％以上の冷間加工、
［工程５］昇温速度が５００～８５０℃の範囲で１０～１００℃／秒であって、その到達
温度が８５０～１０２５℃であり、かつ（最高達到温度－２５℃）～（最高到達温度）の
温度範囲で２０～９０秒間保持する再結晶熱処理、
［工程６］圧延率１０～５０％の冷間圧延、及び
［工程７］３５０～７００℃、１～８時間の時効熱処理
をこの順で施すことを特徴とする銅合金材の製造方法。
【請求項３】
　請求項１に記載の銅合金材の製造方法であって、前記銅合金材を与える合金組成の銅合
金に、請求項２に記載の銅合金材の製造方法の各工程を経た後、
［工程８］圧延率１０～８０％の仕上げ冷間圧延、及び
［工程９］５００～８００℃、５～６０秒間の熱処理
を更にこの順で施すことを特徴とする銅合金材の製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は銅合金材料およびその製造方法に関し、ＥＶ、ＨＥＶを中心とした車載部品お
よび周辺インフラや太陽光発電システムなどのコネクタのほか、リードフレーム、リレー
、スイッチ、ソケット等に適用される銅合金材料およびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＥＶ、ＨＥＶを中心とした車載部品および周辺インフラや太陽光発電システムなどのコ
ネクタ、その他リードフレーム、リレー、スイッチ、ソケットなどの用途に使用される銅
合金材料に要求される特性項目としては、例えば導電率、耐応力緩和特性が挙げられる。
近年、各システムの高電圧化や使用環境の高温化が進行しており、通電ロスの減少や高温
環境下での端子の信頼性向上が求められている。従って、導電率や耐応力緩和特性の要求
レベルが同時に高まっている。
【０００３】
　その中で、Ｃｕ－Ｃｒ系合金は中程度の強度と高導電を有していることで知られており
、実用化やその研究開発が行われている。特に特許文献１ではＣｕ－Ｃｒ系合金において
その析出物分布を制御し、高い強度と導電性を満たすことが見出されている。また銅合金
材料の強度改良には特許文献２や特許文献３の技術が知られている。特許文献２、３には
、銅合金において、平均結晶粒径の微細制御のみならず、その粒径偏差を規定することに
より、更なる曲げ加工性改善がなされることが示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－０９７１１３号公報
【特許文献２】特許第４００６４６０号公報
【特許文献３】特許第４１７７１０４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献２、３に記載された発明は、平均結晶粒径が非常に微細に制御され、曲げ加工
性、強度等の改善がなされている。しかし一方で、微細結晶粒を有する銅合金は耐応力緩
和特性が劣る傾向にあり、同発明をＣｕ－Ｃｒ系合金に適応させた場合、耐熱性が十分で
はないことが課題であった。
【０００６】
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　上記の課題に鑑み、本発明の目的は、ＥＶ、ＨＥＶを中心とした車載部品および周辺イ
ンフラや太陽光発電システムなどのリードフレーム、コネクタ、端子材等、その他、リレ
ー、スイッチ、ソケット等に適した、強度、導電性等の特性に優れ、その中でも特に耐応
力緩和特性と曲げ加工性の双方が優れている銅合金材およびその製造方法を提供すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、検討を重ね、電気・電子部品用途に適した銅合金について研究を行い、
製品が有する組織において、平均結晶粒径が１５～８０μｍで、その変動係数(結晶粒径
の標準偏差／平均結晶粒径)が０．４０以下であり、強度、導電性に優れるＣｕ－Ｃｒ系
合金において、極力曲げ性を劣化させず、耐応力緩和特性を改善し得ることを見出した。
【０００８】
　これは特許文献３にあるような、従来の微細結晶粒とその変動係数（文献中における標
準偏差（σＧＳ））の規定による曲げ加工性の改善とは異なるものである。中庸サイズの
平均結晶粒径を有する銅合金材は、微細な平均結晶粒径を有する銅合金材料と同等の曲げ
性は有さないが、一方で耐応力緩和特性に優れる。
【０００９】
　ここで変動係数を規定しているのは、変動係数が大きければ、微細粒が混在している場
合は応力緩和特性が劣化し、粗大粒が混在している場合は、必要以上に曲げ性を劣化させ
ることになるからである。すなわち、平均結晶粒径と同時に変動係数が範囲内にあること
で耐応力緩和特性と曲げ特性を同時に満たすことが出来る。
　本発明は、これらの知見に基づきなされるに至ったものである。
【００１０】
　すなわち、本発明の課題は以下の構成によって達成された。
（１）Ｃｒを０．２５～０．７５ｍａｓｓ％、並びにＭｇ０．０１～０．２５ｍａｓｓ％
、Ｔｉ０．０５～０．０６ｍａｓｓ％、Ｚｒ０．０５～０．１０ｍａｓｓ％、Ｚｎ０．０
５～０．２０ｍａｓｓ％、Ｆｅ０．００５～０．０８ｍａｓｓ％、Ｓｎ０．１０～０．２
５ｍａｓｓ％、Ａｇ０．０８～０．１０ｍａｓｓ％、及びＳｉ０．０２～０．０３ｍａｓ
ｓ％で、Ｍｇ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｚｎ、Ｆｅ、Ｓｎ、Ａｇ、及びＳｉの一種もしくは二種以上
を合計で０．０１～０．４７ｍａｓｓ％含有し、残部が銅と不可避不純物からなり、但し
、ＣｒとＭｇの両方が含有される場合は、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｚｎ、Ｓｎ、Ａｇ、及びＳｉの一
種もしくは二種以上を含有し、又は、Ｍｇを含有しない場合は、ＺｎとＳｎの両方は含有
せず、
　平均結晶粒径が１５～８０μｍで、結晶粒径の変動係数（結晶粒径の標準偏差／平均結
晶粒径）が０．４０以下であり、
　引張強度が４００ＭＰａより大、導電率が７５％ＩＡＣＳより大、応力緩和率が２５％
未満、曲げ加工性（Ｒ／ｔ）が１以下であることを特徴とする銅合金材。
（２）（１）に記載の銅合金材の製造方法であって、前記銅合金材を与える合金組成の銅
合金に、
［工程１］鋳造、
［工程２］１０００～１０３０℃、１～８時間の均質化熱処理、
［工程３］６００～９００℃、圧延率２０～９０％の熱間加工、
［工程４］圧延率７５％以上の冷間加工、
［工程５］昇温速度が５００～８５０℃の範囲で１０～１００℃／秒であって、その到達
温度が８５０～１０２５℃であり、かつ（最高達到温度－２５℃）～（最高到達温度）の
温度範囲で２０～９０秒間保持する再結晶熱処理、
［工程６］圧延率１０～５０％の冷間圧延、及び
［工程７］３５０～７００℃、１～８時間の時効熱処理
をこの順で施すことを特徴とする銅合金材の製造方法。
（３）（１）に記載の銅合金材の製造方法であって、前記銅合金材を与える合金組成の銅
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合金に、（２）に記載の銅合金材の製造方法の各工程を経た後、
［工程８］圧延率１０～８０％の仕上げ冷間圧延、及び
［工程９］５００～８００℃、５～６０秒間の熱処理
を更にこの順で施すことを特徴とする銅合金材の製造方法。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明のＣｕ－Ｃｒ系を中心とした銅合金材料は、特に耐応力緩和特性に優れ、中程度
の強度と高導電性を有する。したがって、ＥＶ、ＨＥＶを中心とした車載部品および周辺
インフラや太陽光発電システムなどのコネクタ、その他リードフレーム、リレー、スイッ
チ、ソケット材等に好適である。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は耐応力緩和特性の試験方法の説明図であり、図１の（ａ）は熱処理前、図
１の（ｂ）は熱処理後の状態をそれぞれ示す。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明の銅合金材の好ましい実施の態様について、詳細に説明する。ここで、「銅合金
材」とは、（加工前であって所定の合金組成を有する）銅合金素材が所定の形状（例えば
、板、条、箔、棒、線など）に加工されたものを意味する。なお、実施形態として板材、
条材について以下に説明する。その中で、板材とは、特定の厚みを有し形状的に安定して
おり面方向に広がりをもつものを指し、広義には条材を含む意味である。本発明において
、板材の厚さは、特に限定されるものではないが、本発明の効果が一層よく顕れ実際的な
用途に適合することを考慮すると、０．０３～１０ｍｍが好ましく、０．０５～３ｍｍが
より好ましい。
【００１４】
　なお、本発明の銅合金材は、その特性を再結晶組織分布で規定するものであるが、これ
は銅合金材料としてそのような特性を有していれば良いのであって、銅合金材の形状は板
材や条材に限定されるものではない。
【００１５】
以下、合金の成分と製造方法の好ましい態様について、説明する。
【００１６】
＜主添加元素＞（Ｃｒ）
　本発明は、強度と導電性を確保するため、Ｃｕ－Ｃｒ系合金を対象とする。ここでＣｒ
は析出により２つの寄与をする。１つは従来通りの析出硬化である。もう１つは再結晶化
熱処理前に化合物として存在することで、再結晶熱処理時、成長中の粒にピニング効果を
もたらし、粒の均一成長を促すことができる。このために成長が終了した粒径の変動係数
を十分に小さくすることが出来、これにより耐応力緩和特性を改善する。この化合物は主
に再結晶昇温中に最適なサイズに制御されていることが必要であり、昇温速度が速すぎる
とその生成量が少なくなり、また遅すぎると、ピニングに対し有効ではない、粗大な化合
物と成長してしまう。最適な範囲内での昇温にて、ピニングに有効なサイズの化合物を、
十分な密度存在させることが出来る。
【００１７】
＜副添加元素＞（Ｍｇ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｚｎ、Ｆｅ、Ｓｎ、Ａｇ、Ｓｉ）
　これらの元素は、それぞれ次の役割を果たす。
　Ｍｇ、Ｓｎは固溶、Ｔｉ、Ｓｉの一部は固溶し、またＺｒ、Ｔｉ、Ｓｉは化合物を形成
し耐応力緩和特性を改善し、強化にも寄与する。固溶元素に関しては、同時に添加すると
単独添加時よりも耐応力緩和に対しより大きな効果を示すものもあり、特にＳｎ、Ｍｇ同
時添加した場合それぞれを単独で添加するより有効である。
　また、これら上記の元素は固溶状態時に粒界の移動を妨げるドラッグ効果をもたらすこ
とができ、これは本規定内の平均結晶粒の成長に対し有効である。そのため、急激な粒粗
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大化を抑制することが出来、変動係数の制御に対し有効に寄与することができる。
　いずれも添加量が少ないと効果を得られず、添加量が多いと化合物を形成する場合は溶
解、鋳造、熱間圧延時の製造性に対し著しく悪影響を与え、固溶状態にある場合は導電率
を減少させる。
【００１８】
＜合金組成＞
　本発明の銅合金材料は、ＥＶ、ＨＥＶを中心とした車載部品および周辺インフラや太陽
光発電システムなどのコネクタに要求される導電性、機械的強度、曲げ加工性および耐応
力緩和特性を有するものである。すなわち、本発明の第一の態様の銅合金材は、銅合金に
おけるＣｒの含有量は０．１～０．８ｍａｓｓ％、好ましくは０．２～０．６ｍａｓｓ％
、副添加元素に関しては含有量は合計で０．００５～０．５ｍａｓｓ％、好ましくは０．
０１～０．３ｍａｓｓ％である。Ｃｒおよびその他化合物を形成する元素については、そ
の最適量および工程条件中の熱処理条件等を制御することで、強度に寄与する化合物、ピ
ニング効果で結晶粒制御に寄与する化合物を制御する。また、固溶状態にある元素による
ドラッグ効果にて、結晶粒径とその変動係数を制御することで、耐応力緩和特性向上に寄
与することが出来る。
【００１９】
　また、本発明の第二の態様の銅合金材は、銅合金におけるＣｒの含有量が０．１～０．
８ｍａｓｓ％、好ましくは０．２～０．６ｍａｓｓ％、Ｍｇの含有量が０．０１～０．５
ｍａｓｓ％、好ましくは０．０５～０．３ｍａｓｓ％、副添加元素に関しては合計で０．
００５～０．５ｍａｓｓ％、好ましくは０．０１～０．３ｍａｓｓ％である。Ｍｇが添加
されている本態様は、耐応力緩和特性に優れた銅合金材を提供することができる。
　いずれの実施態様も残部は銅と不可避的不純物である。
【００２０】
＜結晶粒径＞
　本発明における結晶粒径とはＪＩＳ－Ｈ－０５０１の切断法に準じて測定した値をいい
、測定個数２００を測定した平均を平均結晶粒径とする。
　本発明の銅合金材は平均結晶粒径が１５～８０μｍ、好ましくは２５～６０μｍである
。中庸サイズの平均結晶粒径を有する銅合金材は、微細な平均結晶粒径を有する銅合金材
料と同等の曲げ性は有さないが、一方で耐応力緩和特性に優れる。
　一方、変動係数（結晶粒径の標準偏差／平均結晶粒径）は０．４０以下である。下限に
ついては特に制限はない。好ましくは０．１５～０．３０である。ここで結晶粒径の標準
偏差は上記平均結晶粒径を求めるために測定した２００個の個々の結晶粒径から算出され
る。変動係数が大きければ、微細粒が混在している場合は応力緩和特性が劣化し、粗大粒
が混在している場合は、必要以上に曲げ性を劣化させることになる。すなわち、平均結晶
粒径と同時に変動係数が範囲内にあることで耐応力緩和特性と曲げ特性を同時に満たすこ
とが出来る。
【００２１】
＜製造方法＞
　次に、本発明の銅合金材料の製造方法（平均結晶粒径および、変動係数(結晶粒径の標
準偏差／平均結晶粒径)の制御方法)について説明する。ここでは、析出型銅合金の板材（
条材）を例に挙げて説明するが、析出を利用する固溶型合金に展開することが可能である
。
【００２２】
　本発明合金は、１０００～１０３０℃、１～８時間の均質化熱処理（下記［工程２］）
後の熱間圧延（下記［工程３］）と冷間圧延（下記［工程４］）にて薄板化する。各工程
の条件は、熱間圧延は溶体化熱処理終了後、６００～９００℃で圧延率２０～９０％で圧
延し、速やかに圧延を済ませ水冷する工程、冷間圧延は再結晶のため、最低でも７５％、
好ましくは８５～９９％の板厚減少をさせる圧延が必要である。この冷間圧延率が十分で
ないと、体積転位量が不均一あるため、同じ温度熱処理を施しても結晶粒の核生成、およ
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び成長の程度が各所で異なり、結果変動係数が所定の範囲内に収まらなくなり、特性にも
影響を及ぼす。
【００２３】
　再結晶の際にはピニング効果をもたらす化合物が有効な密度で析出するよう、５００～
８５０℃の範囲で１０～１００℃／秒の速度で昇温する（下記［工程５］）。１０℃／秒
より昇温速度が遅ければ析出物が粗大化し、ピニング効果を失ってしまう。また１００℃
／秒より昇温速度が速ければ再結晶時に有効な析出物の密度が不十分なために、ピニング
効果がもたらされない。
【００２４】
　有効な速度で昇温後、８５０～１０２５℃の温度範囲で最終の再結晶熱処理および溶体
化熱処理を行って再結晶させる。(最高達到温度－２５℃)～(最高到達温度)の温度範囲で
２０～９０秒間保持されることが必要となる。温度が低い場合は、結晶粒径サイズが１５
μｍより微細、もしくは未再結晶となり、温度が１０２５℃を超えると再結晶粒径が８０
μｍより粗大になる。その中でも１０５０℃を超える熱処理を行うと材料強度が極端に落
ち、製品として十分な形状を熱処理中に維持できない。
【００２５】
　再結晶熱処理を行った後に、圧延率１０～５０％の冷間圧延（下記［工程６］）と３５
０～７００℃、１～８時間の時効熱処理（下記［工程７］）とによって必要な強度を満足
させるように製造される。なお、再結晶に関しては、昇温速度が該当範囲において、時効
として析出処理を兼ねるような長時間熱処理にて行っても良い。
【００２６】
　Ｃｕ－Ｃｒ系のような析出型合金の従来工程では、再結晶熱処理までに析出処理および
析出を促進するような熱処理は行わず、固溶状態を維持する工程条件を用いるのが常であ
る。
【００２７】
本発明の銅合金材料の製造方法としては鋳造［工程１］、均質化熱処理［工程２］、熱間
加工［工程３］、冷間加工［工程４］、再結晶熱処理［工程５］を行う。［工程１］、［
工程２］、［工程３］および［工程５］の熱履歴制御において、従来の再結晶粒径よりも
大きい粒径に成長する到達温度と、その粒径を制御できる時間で再結晶させる。結果、平
均結晶粒径が１５～８０μｍで、その変動係数(結晶粒径の標準偏差／平均結晶粒径)が０
．４０以下となる組織を有する合金材となる。また、この後に冷間圧延［工程６］および
時効熱処理［工程７］を行う。
　ここまでの工程によって、本発明の合金材を提供することができるが、さらに、この後
に圧延率１０～８０％の仕上げ冷間圧延［工程８］および５００～８００℃、５～６０秒
間の熱処理［工程９］を経るとさらに良い。これらは通常行われる調質処理である。
【００２８】
　本発明の銅合金材は、同組成の従来合金の耐応力緩和特性を上回る特性を有しており、
ＥＶ、ＨＥＶを中心とした車載部品および周辺インフラや太陽光発電システムなどのコネ
クタや、その他リードフレーム、リレー、スイッチ等に要求される特性を満足することが
できる。
【実施例】
【００２９】
　以下に、実施例に基づき本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれに限定される
ものではない。
【００３０】
　原料を溶解後、１２０ｍｍｗ×３０ｍｍｔ×１８０ｍｍＬのサイズのブックモールドに
鋳造し、以下発明例と比較例で次のような条件でサンプル試作した。
【００３１】
（発明例）
　溶体化熱処理を１０００℃、２ｈで行った後、熱間圧延（７００～９５０℃）を圧延率
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８０％施し、水冷後、冷間圧延（再結晶前圧延）を圧延率７５～９９％施し、再結晶熱処
理として５００～８５０℃の範囲で速度１０～１００℃／秒で昇温し、８５０～１０２５
℃で処理時間において２０～９０秒間保持施した後速やかに冷却し、圧延率２５％の冷間
圧延を行い、４５０～６５０℃で２時間保持した。
　熱処理の後に圧延を圧延率２５％加え、結晶粒径、析出状態が変らない程度の低温３５
０℃での焼鈍を３０分程度施し最終特性を評価した。
【００３２】
（比較例）
　溶体化熱処理を１０００℃、２ｈで行った後、熱間圧延、冷間圧延（再結晶前圧延）を
圧延率５０～９９％施し、再結晶熱処理として５００～８５０℃の範囲で速度１～１５０
℃／秒で昇温し、７００～１０８０℃で、５～１２０秒間の処理を施した後速やかに冷却
し、圧延率２５％の冷間圧延を行い、４５０～６５０℃で２時間保持した。この再結晶前
圧延～再結晶処理工程のいずれかの条件が本発明の製造方法で規定する範囲外とした。
　熱処理の後に圧延を圧延率２５％加え、結晶粒径、析出状態が変らない程度の低温３５
０℃での焼鈍を３０分間程度施し最終特性を評価した。
【００３３】
　なお、各熱処理や圧延の後に、材料表面の酸化や粗度の状態に応じて酸洗浄や表面研磨
を、形状に応じてテンションレベラーによる矯正を行った。
【００３４】
　これら発明例および比較例の供試材について、下記の特性調査を行った。ここで、供試
材の厚さは０．４０ｍｍｔとした。
【００３５】
ａ．再結晶粒分布測定：
　まず、試験片の圧延方向に垂直な断面を湿式研磨、バフ研磨により鏡面に仕上げた後、
クロム酸：水＝１：１の液で研磨した断面を数秒間腐食した。この断面を走査型電子顕微
鏡（ＳＥＭ）の二次電子像を用いて４００～１０００倍の倍率で写真を撮影し、その断面
の平均結晶粒径をＪＩＳ－Ｈ－０５０１の切断法に準じてｎ２００(測定個数２００)の条
件にて測定した。その際、個々の結晶粒径についても測定することで、結晶粒径の標準偏
差を算出し、結晶粒径の変動係数(結晶粒径の標準偏差／平均結晶粒径)を導き出した。
【００３６】
　以下、引張強度、導電性、耐応力緩和特性の特性評価を行った。
【００３７】
ｂ．引張強度　［ＴＳ］：
　圧延平行方向から切り出したＪＩＳ　Ｚ２２０１－１３Ｂ号の試験片をＪＩＳ　Ｚ２２
４１に準じて３本測定し、その平均値を示した。
【００３８】
ｃ．導電率　［ＥＣ］：
　２０℃（±０．５℃）に保たれた恒温漕中で四端子法により比抵抗を計測して導電率を
算出した。なお、端子間距離は１００ｍｍとした。
【００３９】
ｄ．応力緩和率　［ＳＲ］：
　日本伸銅協会　ＪＣＢＡ　Ｔ３０９：２００４「銅及び銅合金薄板条の曲げによる応力
緩和試験方法」に準じ、以下に示すように、１５０℃で１０００ｈ保持の条件で測定した
。片持ちはり法（片持ちはりブロック式ジグ使用）により耐力の８０％の初期応力を負荷
した。
【００４０】
　図１は耐応力緩和特性の試験方法の説明図であり、（ａ）は熱処理前、（ｂ）は熱処理
後の状態である。図１（ａ）に示すように、試験台４に片持ちで保持した試験片１に、耐
力の８０％の初期応力を付与した時の試験片１の位置は、基準からδ０の距離である。こ
れを１５０℃の恒温槽に１０００時間保持（前記試験片１の状態での熱処理）し、負荷を
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除いた後の試験片２の位置は、図１（ｂ）に示すように基準からＨｔの距離である。３は
応力を負荷しなかった場合の試験片であり、その位置は基準からＨ１の距離である。この
関係から、応力緩和率（％）は（Ｈｔ－Ｈ１）／（δ０－Ｈ１）×１００と算出した。式
中、δ０は、基準から試験片１までの距離であり、Ｈ１は、基準から試験片３までの距離
であり、Ｈｔは、基準から試験片２までの距離である。
【００４１】
ｅ．曲げ加工性　［Ｒ／ｔ］：
　日本伸銅協会　ＪＣＢＡ　T３０７：２００７「銅および銅合金薄板条の曲げ加工性評
価方法」に準じ、９０°Ｗ曲げをＧＷ、ＢＷにおいて行い、曲げ表面上にクラック割れが
入らなかった最小の曲げ半径Ｒを板厚ｔで割ったＲ／ｔにて評価した。
【００４２】
高温環境下のバネ端子材の評価としては、ＴＳ＞４００ＭＰａ、ＥＣ＞７５％ＩＡＣＳ、
ＳＲ＜２５％、Ｒ／ｔ≦１であれば特性が良好である。この値を満たす銅合金材は、ＥＶ
、ＨＥＶを中心とした車載部品および周辺インフラや太陽光発電システムなどのコネクタ
、その他リードフレーム、リレー、スイッチ、ソケット等の用途に使用される銅合金材料
として実用できると言える。
【００４３】
【表１－１】

【００４４】
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【表１－２】

【００４５】
　表１－１では本発明で規定する合金成分を有する「発明例」(合金Ｎｏ．１～２４)、表
１－２では本発明で規定する合金成分を有しない「比較例」（合金Ｎｏ．２５～５０）の
それぞれの合金組成について示す。これ以降、本稿で「合金番号（合金Ｎｏ．）」を表記
したときは、この表の組成を有する合金材を示すものとする。
【００４６】
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【表２－１】

【００４７】
【表２－２】

【００４８】
　表２－１は本発明で規定する合金成分の範囲内の合金、表２－２は本発明で規定する合
金成分の範囲外の合金で、且つ製造条件が本発明の範囲内にある一例にて試作した合金の
結果を示す。成分、製造条件が本発明の範囲内にあると、コネクタ等に必要な特性（ＴＳ
＞４００ＭＰａ、ＥＣ＞７５％ＩＡＣＳ、ＳＲ＜２５％、Ｒ／ｔ≦１）は全て満たされる
。成分が本発明の範囲外であると、製造条件が本発明の範囲内であっても上記特性のいず
れか１つ以上の特性が満たされていないか、もしくは製造難となることがわかる。
【００４９】
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【表３－１】

【００５０】
【表３－２】

【００５１】
　表３－１は本発明で規定する合金成分の範囲内の合金、表３－２は本発明で規定する合
金成分の範囲外の合金の結果を示す。ただし、表３－１、３－２の各合金は、製造条件が
本発明の範囲外にある一例にて試作した合金である。成分が本発明の範囲内であるか範囲
外であるかに関わらず、製造条件が本発明の範囲外にあれば、コネクタ等に必要な特性（
ＴＳ＞４００ＭＰａ、ＥＣ＞７５％ＩＡＣＳ、ＳＲ＜２５％、Ｒ／ｔ≦１）は満たさない
か、製造難となることがわかる。この条件では特に結晶粒径が小さくなる熱処理条件をと
っているため、曲げについては表２－１、および表２－２と比べより良好である試作材も
存在するが、耐応力緩和特性については劣っており、コネクタ等の材料の特性としてはバ
ランスが不十分な合金となっている。
【００５２】
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【表４】

【００５３】
　表４には、本発明の範囲内にある合金成分を有する合金（合金Ｎｏ．３、７、１０、１
２、１７、２０、２２、２４）について、製造工程を本発明で規定する条件の範囲内、範
囲外の数種にて試作した結果を示す。各製造工程における条件が異なっても、本発明で規
定する条件の範囲内であれば特性（ＴＳ＞４００ＭＰａ、ＥＣ＞７５％ＩＡＣＳ、ＳＲ＜
２５％、Ｒ／ｔ≦１）は全て満たされ、本発明で規定する条件の範囲外であれば上記特性
のいずれか１つ以上が満たされていない、もしくは製造難となっている。
【００５４】
　すなわち、表１－１から表４を総括すると、本発明は適切な合金成分と製造条件によっ
て成し得るものであることがわかり、本発明で規定する範囲外の成分や条件による製造で
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はコネクタ等に必要な特性（ＴＳ＞４００ＭＰａ、ＥＣ＞７５％ＩＡＣＳ、ＳＲ＜２５％
、Ｒ／ｔ≦１）を満足しない。本発明の銅合金材料は、平均結晶粒径が１５～８０μｍで
、結晶粒径の変動係数(結晶粒径の標準偏差／平均結晶粒径)が０．４０以下となっている
ことから、かかる条件を満足するものとなっている。
【００５５】
　本発明の銅合金材料は、ＥＶ、ＨＥＶを中心とした車載部品および周辺インフラや太陽
光発電システムなどのコネクタ、リードフレーム、リレー、スイッチ、ソケット等に好適
である。
【符号の説明】
【００５６】
　１　初期応力を付与した時の試験片
　２　負荷を除いた後の試験片
　３　応力を負荷しなかった場合の試験片
　４　試験台

【図１】
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